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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自2022年１月１日
至2022年６月30日

自2021年１月１日
至2021年12月31日

売上高 （千円） 1,179,742 1,453,508

経常利益 （千円） 294,022 136,051

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （千円） 225,667 161,833

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 225,667 161,833

純資産額 （千円） 615,657 247,419

総資産額 （千円） 1,181,079 663,620

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 23.34 18.12

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 21.72 －

自己資本比率 （％） 52.1 37.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 284,830 202,144

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △24,844 △20,785

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 145,817 53,331

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 （千円） 829,302 423,499

 

回次
第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年４月１日
至2022年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 10.59

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。詳細は「第４経理の状況　１　四半期連

結財務諸表　注記事項　（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

３．当社は、第11期第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第11期第２

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．当社は、2021年11月22日開催の取締役会決議に基づき、2021年12月10日付で普通株式１株につき2,000株の

株式分割を行っておりますが、第11期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を

算定しております。

５．当社株式は、2022年３月28日に東京証券取引所マザーズ（現グロース市場）に上場したため、第11期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であったた

め、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

６．当社株式は、2022年３月28日に東京証券取引所マザーズ（現グロース市場）に上場したため、第12期第２四

半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、新規上場日から第12期第２四半期連結会計

期間の末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前連結会計年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の更なる拡大は、今後の経過によっては、当社グループの業績及び財務状況に影

響を及ぼす可能性があり、引き続き注視してまいります。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当社は、前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連

結累計期間との比較分析は行っておりません。また第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」

(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を適用しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務

諸表　注記事項(会計方針の変更)」に記載のとおりです。

 

(１）財政状態及び経営成績の状況

 

①財政状態の状況

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ517,458千円増加し、1,181,079

千円となりました。これは主に、事業拡大により現金及び預金と売掛金が前連結会計年度末と比較してそれぞ

れ405,802千円増加の829,302千円、58,023千円増加の205,263千円となったことによるものです。

 

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ149,220千円増加し、565,421千

円となりました。主な増加要因は、黒字化したことにより未払法人税等が104,406千円増加し114,527千円と

なったことであります。

 

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ368,237千円増加し、615,657

千円となりました。これは黒字化により利益剰余金が225,667千円増加したこと、及び株式上場に伴う公募増資

と関連する第三者割当増資等により資本金と資本剰余金がそれぞれ71,019千円増加したことによるものです。

 

②経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が残る中、ワクチン接種等

の促進により社会経済活動の正常化に向けた動きがみられました。その一方、ウクライナ情勢の緊迫化や急激な円

安による資源及び原材料価格の高騰等により、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しました。

このような状況のなかで、当社グループは、引き続き、安定した収益基盤の構築と持続的な事業の拡大を目指

し、当社グループの主要事業であるメンタルヘルスソリューション事業において、クラウドサービス「ELPIS」の

サービス強化や顧客サポート体制向上に取り組む一方、全社的に内部管理体制を強化してまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高1,179,742千円、営業利益315,180千円、経常利益

294,022千円、親会社株主に帰属する四半期純利益225,667千円となりました。

 

セグメント毎の経営成績は以下のとおりであります。

 

a.メンタルヘルスソリューション事業

メンタルヘルスソリューション事業では、産業医及び保健師等による役務提供サービスと労働者の心身の健康管

理に関する各種クラウド型サービス「ELPIS」をパッケージ化し、「産業医クラウド」の名称で提供しておりま

す。

当第２四半期連結累計期間におけるメンタルヘルスソリューション事業においては、新型コロナウイルス感染症

の影響による経済回復の遅れが当第２四半期連結累計期間においても継続しており、新規の商談・受注活動が若干

抑制的に推移しました。また、既存顧客においても、一部の業績悪化企業によるサービスの一時休止及び解約が生

じております。

この結果、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの経営成績は、売上高714,595千円、セグメント利

益97,209千円となりました。
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b.メディカルキャリア支援事業

当第２四半期連結累計期間におけるメディカルキャリア支援事業においては、新型コロナウイルスの影響が長期

化し、行動制限等によって受注・面談活動が困難になっております。一方、自治体におけるワクチン接種の体制構

築に係る医療従事者紹介手数料は、継続して売上向上に寄与しました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの経営成績は、売上高434,931千円、セグメント利

益243,598千円となりました。

 

c.デジタルマーケティング事業

当第２四半期連結累計期間におけるデジタルマーケティング事業においては、Webサイト制作受託において、よ

り安価なフリーランスなどとの競争激化によって受注数が低迷しました。また、マーケティング支援に係る広告運

用案件の売上高も大口取引の契約終了により一服状態となっております。

この結果、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの経営成績は、売上高30,215千円、セグメント損失

558千円となりました。

 

(２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ405,802千円増加

し、829,302千円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりで

あります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果得られた資金は、284,830千円となりました。資金の主な

増加要因は、税金等調整前四半期純利益343,157千円、仕入債務の増加額19,772千円、減価償却費12,250千円等

によるものであり、主な減少要因は、売上債権の増加額58,023千円、受取損害賠償金49,135千円等によるもの

であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は、24,844千円となりました。主な支出要

因は、無形固定資産の取得による支出22,886千円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果得られた資金は、145,817千円となりました。主な増加要

因は、株式の発行による収入135,924千円、長期借入金の借入れによる収入100,000千円によるものであり、主

な減少要因は、長期借入金の返済による支出71,225千円、上場関連費用による支出10,898千円、リース債務の

返済による支出6,420千円等によるものであります。

 

(３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重

要な変更はありません。

 

(４）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(６）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(７）経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、「１　事業等のリスク」に記載のとおり新型コロナ

ウイルス感染症が挙げられます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大が当社グループの顧客である事業会社、医療機関、医療従事者及び当社グ

ループ従業員に重大な影響が及ぶ場合には、当社グループの事業等に影響を及ぼす可能性があります。
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(８）従業員の状況

当第２四半期連結累計期間において、当社グループは事業体制強化のため、採用活動を強化しております。

メンタルヘルスソリューション事業で６名増加したこと等により、グループ全体の従業員数は69名となりまし

た。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

 

②【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年８月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 9,833,300 9,833,300
東京証券取引所

グロース市場
（注）１

計 9,833,300 9,833,300 － －

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、当社の

単元株式数は100株であります。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 

決議年月日 2022年５月13日

付与対象者の区分及び人数(名)

 

当社取締役　　　　　　５

当社監査役　　　　　　３

当社従業員　　　　　　13

当社子会社取締役　　　２

当社子会社従業員　　　23

新株予約権の数（個）※ 5,312

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式

531,200（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 767（注）３

新株予約権の行使期間※
自　2024年４月１日～

至　2032年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格のうちの資本組入額（円）※
（注）４

新株予約権の行使の条件※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権を譲渡により取得するには、取締役

会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）６

※新株予約権の割当時（2022年５月31日）における発行内容を記載しております。

 

（注）　１．本新株予約権は、新株予約権１個につき、100円で有償発行しております。

２．新株予約権の目的である株式の種類、内容及び数については以下の通りです。

本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社

普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当

てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。

ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的

である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切

り捨てるものとする。
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調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場

合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲

で適切に付与株式数の調整を行うことができるものとする。

３．新株予約権の行使時の払込金額については以下の通りです。

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行

使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、本新株予約権発行にかかる取締役会決議日の前取引日である2022年５月12日の

東京証券取引所における当社株式の普通取引終値である金767円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額＝調整前行使価額 ×

  １

 分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行

または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分

または合併、会社分割、株式交換及び株式交付による新株の発行及び自己株式の交付の場合を

除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

     
既 発 行

株 式 数 ＋

新 規 発 行

株 式 数
×
１ 株 当 た り

払 込 金 額

 調 整 後

行 使 価 額
＝
調 整 前

行 使 価 額
×

新規発行前の１株当たりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から

当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。

　　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もしく

は株式交付を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合に

は、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格のうちの資本組入額は以下の

通りです。

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果

１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①

記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

①新株予約権者は、2023年12月期から2025年12月期までのいずれかの期において、当社の連結

損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）に記載された売上高が

3,200百万円を超過した場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。

　　なお、上記における売上高の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に

多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の損益計算書（連結損益計算書を作成し

ている場合には連結損益計算書）に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと

取締役会が判断した場合には、当社は当該影響を排除するために合理的な範囲内で目標値の

変更を行うことができるものとする。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監

査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正

当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数

を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

６．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は以下の通りです。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換

または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組

織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１

項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を
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以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、（注）２に準じて決定する

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等

を勘案のうえ、（注）３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記

（３）号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた

額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から

本新株予約権の行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に

関する事項

（注）４に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するも

のとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

（注）５に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

現在の発行内容に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

 

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社メンタルヘルステクノロジーズ(E37508)

四半期報告書

 9/22



（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年４月27日

（注）１
187,300 9,803,300 54,279 528,469 54,279 519,549

2022年４月１日

　　　　～６月30日

（注）２

30,000 9,833,300 2,250 530,719 2,250 521,799

（注）１．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　発行価格　　　　579.60円

　　資本組入額　　　289.80円

　　割当先　　　　　みずほ証券株式会社

２．新株予約権の行使による増加であります。

 

 

（５）【大株主の状況】

  2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

刀禰　真之介 東京都港区 3,276 33.32

ファストトラックイニシアティブ２号

投資事業有限責任組合

東京都文京区本郷四丁目１番４号

Design Place α　８F
1,367 13.90

株式会社Orchestra Investment
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー５階
420 4.27

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET

STREET LONDON EC4A 2BB UNITED

KINGDOM

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１

号）

407 4.14

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 365 3.71

Skyland Ventures １号投資事業有限責

任組合

東京都渋谷区道玄坂二丁目10番12号

新大宗ビル３号館531号
320 3.25

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE,

LONDON EC4A 4AU, U.K.

（東京都港区六本木六丁目10番１号）

212 2.16

佐桑　広紀 東京都中央区 204 2.07

株式会社SBI証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 175 1.79

株式会社杏林舍 東京都北区西ケ原三丁目46番10号 170 1.73

計 － 6,917 70.35
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,831,900 98,319

「１．株式等の状況

（１）株式の総数等

　②発行済株式」に記載の

とおりであります。

単元未満株式 普通株式 1,400 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  9,833,300 － －

総株主の議決権  － 98,319 －

 

 

②【自己株式等】
 

該当事項はありません。

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、かがやき監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は行っ

ておりません。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 423,499 829,302

売掛金 147,240 205,263

仕掛品 201 278

貯蔵品 136 164

前払費用 11,619 11,311

その他 405 49,321

貸倒引当金 △2,666 △3,432

流動資産合計 580,435 1,092,208

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 2,085 2,085

減価償却累計額 △1,083 △1,159

建物附属設備（純額） 1,002 926

工具、器具及び備品 10,706 12,664

減価償却累計額 △7,907 △8,763

工具、器具及び備品（純額） 2,798 3,901

有形固定資産合計 3,801 4,828

無形固定資産   

ソフトウエア 42,820 36,323

ソフトウエア仮勘定 690 19,025

無形固定資産合計 43,510 55,348

投資その他の資産   

出資金 31 31

長期前払費用 370 －

差入保証金 2,608 2,338

繰延税金資産 32,862 26,324

投資その他の資産合計 35,873 28,694

固定資産合計 83,185 88,870

資産合計 663,620 1,181,079

負債の部   

流動負債   

買掛金 68,648 88,420

１年内返済予定の長期借入金 30,376 48,120

リース債務 12,817 8,102

未払金 94,273 92,725

未払法人税等 10,121 114,527

未払消費税等 35,072 39,807

前受金 13,658 －

契約負債 － 10,149

預り金 2,536 6,230

返金引当金 3,373 －

返金負債 － 2,688

流動負債合計 270,876 410,771

固定負債   

長期借入金 143,619 154,650

リース債務 1,705 －

固定負債合計 145,324 154,650

負債合計 416,201 565,421
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 459,700 530,719

資本剰余金 450,780 521,799

利益剰余金 △663,060 △437,392

株主資本合計 247,419 615,126

新株予約権 － 531

純資産合計 247,419 615,657

負債純資産合計 663,620 1,181,079
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
　　至　2022年６月30日）

売上高 1,179,742

売上原価 408,719

売上総利益 771,023

販売費及び一般管理費 ※ 455,843

営業利益 315,180

営業外収益  

受取利息 1

雑収入 0

営業外収益合計 1

営業外費用  

上場関連費用 16,805

新株予約権発行費 2,040

支払利息 1,316

支払保証料 196

和解金支払 800

営業外費用合計 21,159

経常利益 294,022

特別利益  

受取損害賠償金 49,135

特別利益合計 49,135

税金等調整前四半期純利益 343,157

法人税、住民税及び事業税 110,951

法人税等調整額 6,537

法人税等合計 117,489

四半期純利益 225,667

非支配株主に帰属する四半期純利益 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 225,667

 

 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
　　至　2022年６月30日）

四半期純利益 225,667

その他の包括利益  

その他の包括利益合計 －

四半期包括利益 225,667

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 225,667

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
　　至　2022年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 343,157

減価償却費 12,250

貸倒引当金の増減額（△は減少） 765

返金負債の増減額（△は減少） △685

受取利息 △1

支払利息 1,316

受取損害賠償金 △49,135

上場関連費用 16,805

新株予約権発行費 2,040

売上債権の増減額（△は増加） △58,023

棚卸資産の増減額（△は増加） △105

前払費用の増減額（△は増加） 307

長期前払費用の増減額（△は増加） 370

仕入債務の増減額（△は減少） 19,772

未払金の増減額（△は減少） △1,253

契約負債の増減額（△は減少） △3,509

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,735

その他 4,881

小計 293,691

利息の受取額 1

利息の支払額 △1,316

和解金の支払額 △1,000

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △6,545

営業活動によるキャッシュ・フロー 284,830

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △1,958

無形固定資産の取得による支出 △22,886

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,844

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の借入れによる収入 100,000

長期借入金の返済による支出 △71,225

株式の発行による収入 135,924

リース債務の返済による支出 △6,420

上場関連費用による支出 △10,898

新株予約権の発行による支出 △1,563

財務活動によるキャッシュ・フロー 145,817

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 405,802

現金及び現金同等物の期首残高 423,499

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 829,302
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。「以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っておりますが、利益剰余金の期首残高へ与える影響はありません。また、当第２四半期連結累計期間の損

益に与える影響もありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動負債」に表示して

いた「前受金」及び「返金引当金」は、第１四半期連結会計期間よりそれぞれ「契約負債」及び「返金負債」

として表示しております。

なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示

方法により組替えを行っておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会

計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

なお、当該会計基準等の適用が四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響による会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症拡大による影響については、今後の収束時期を正確に予測することは極めて困難

な状況にありますが、本四半期報告書提出日現在において、当該感染症による当社グループの事業に重要な影

響は生じていないことから、影響は軽微であると仮定して会計上の見積りを行っております。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

給料及び手当 131,049千円

医師等募集費 125,240

広告宣伝費 43,622

法定福利費 20,006

役員報酬 18,876

支払手数料 18,202

採用費 14,912

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

現金及び預金勘定 829,302千円

現金及び現金同等物 829,302
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年３月28日に東京証券取引所マザーズ（現グロース市場）に上場いたしました。

この上場にあたり、３月25日付で公募株式の発行による払込により資本金が14,490千円、資本剰余金が

14,490千円増加し、４月27日付で有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売り出しに関連した第

三者割当増資）による払込により資本金が54,279千円、資本剰余金が54,279千円増加いたしました。また

新株予約権の行使により、資本金が2,250千円、資本剰余金が2,250千円増加いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が71,019千円、資本剰余金が71,019千円増加し、

当第２四半期連結会計期間末において資本金が530,719千円、資本剰余金が521,799千円となっておりま

す。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日 至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
 

調整額
(注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）３

 

メンタルヘ
ルスソ
リューショ
ン事業

メディカ
ルキャリ
ア支援事
業

デジタル
マーケティ
ング事業

計

売上高         

顧客との契約から生

じる収益
714,595 434,931 30,215 1,179,742 - 1,179,742 - 1,179,742

外部顧客への売上高 714,595 434,931 30,215 1,179,742 - 1,179,742 - 1,179,742

セグメント間の内部

売上高又は振替高
500 - 23,611 24,111 100,461 124,573 △124,573 -

計 715,095 434,931 53,827 1,203,854 100,461 1,304,315 △124,573 1,179,742

セグメント利益又は　

セグメント損失（△）
97,209 243,598 △558 340,249 - 340,249 △25,069 315,180

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に経営指導料であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△25,069千円は、各報告セグメントに配分していない
全社費用で、提出会社の一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま
す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、注記事項（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

 

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 23円34銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 225,667

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 225,667

普通株式の期中平均株式数（株） 9,667,406

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 21円72銭

（算定上の基礎）  

普通株式増加数（株） 724,927

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

　第11回新株予約権（新株予約権の

数5,312）

　なお、新株予約権の概要は「第

３　提出会社の状況　１　株式等の

状況　（２）新株予約権等の状況　

①ストックオプション制度の内容」

に記載のとおりであります。

 

（注）当社株式は、2022年３月28日に東京証券取引所マザーズ（現グロース市場）に上場したため、当第２四半

期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、新規上場日から当第２四半期連結会計期間

の末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月12日

株式会社メンタルヘルステクノロジーズ

取締役会　御中

 

かがやき監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 奥村　隆志

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 林　　克則

 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メンタル

ヘルステクノロジーズの2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年４月

１日から2022年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メンタルヘルステクノロジーズ及び連結子会社の2022年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
  
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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